
第一次大戦後復興期のいびつな欧米間経済構造の形成
一戦間期における欧州通商政策の分断的統合(1)－

1．問題の視角
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股業及びサービス分野を含む多岐にわたるＷＴＯ（世界貿易機関）の新多角

的貿易交渉（ドーハ・ラウンド）は，途上国と先進国そしてＥＵ。Ｈ本の間に

みられる各国・地域の利謀澗擬のむずかしさから遅々として進展しない，いわ

ゆる「三すくみ」の状態が続いている。そして今年７月に開催されたジュネー

ブ閣僚会合は上記の理由から決裂に終った。他方ではこうした多国間主義を標

傍するＷＴＯのもどかしい今日的動きを横目に，それならばと地域経済圏内に

おける二国間のＦＴＡ（目111岡易協定）締結の動きが世界的に活発化してきた。

アジアでは，最近中国が概極的にＡＳＥＡＮ諸国とのＦＴＡ締結に乗り出してお
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り，他方これまで遅れをとってきた我が国であったが，シンガポール，メキシ

コ及びマレーシア各国とすでに締結している（2007年３月現在)。このように

最近のアジアでは，ＡＳＥＡＮ諸国とのＦＴＡ締結をめぐって日本と中国そして

韓国の争奪戦が繰り広げられている様相を呈している。ＦＴＡとＷＴＯとの整

合性問題については別稿にゆずることにして，本稿は，こうしたグローバリズ

ムとリージョナリズム（地域化）が併存する現代世界経済の動向を第二次世界

大戦によって一度はご破産となった両大戦間期の大不況下でみられた欧州諸国

と米国の間の対外通商政策にその原型を見出そうとするものである。すなわち，

排他的地域経済圏の形成（いわゆるブロック化）と認識のギャップこそあれ米

英両国によって着々と準備が進められていたグローバルかつ自由な貿易体制の

形成である。

ところで，周知のように1929年に始まる大恐慌の研究に関する文献は非常に

多いが，なかでも次の２人の研究者による著替は興味深い。その一人は，かっ

て両大戦間の不況期における欧米を中心とした帝国資本主義列強の諸政策を国

際比較しながら展開した英圃のアーント（Ａ１･ndt．Ｈ､Ｗ､）である。彼の著書が

『世界大不況の教訓』（〔1〕）と題して日本語版で初めて我が国に紹介された時

期は奇しくも２度にわたる石油危機のはざまであった。確かにいずれの時期も

先進諸国を巻き込んだ世界的な経済不況期であったことには違いないが，諸列

強を取り巻く当時の状況は両者ともまったく異なるものであったことは言うに

及ばない。アーントが日本語版への序文でも指摘しているように，地球規模で

の環境問題，資源の枯渇（エネルギー危機）問題．爆発的な人口増加に伴う食

料危機などは確かに戦間期には存在しなかった。正確には，たとえ存在してい

たとしても問題視されていなかったと謝った方が適切であろうか。いずれにせ

よ，両不況期の類似性の有無にかかわらず1930年代の大不況と石油危機に伴う

70年代中葉から始まる経済不況を比較するうえで同書のもつ意義は大きい。

他方，もう一人は，国際経済学者の第一人者である米国マサチューセッツエ

科大学のキンドルバーガー（Kindleberger‘C,P.）である。彼の著書『大不況下

の世界1929-1939』（〔5〕）は．もっぱら欧米主要図を研究対象としている点で
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はアーント氏と共通しているが，同書は各国の経済政策の分析にとどまらず，

国際的視点から世界大不況を分析し解明しようとする点で他の研究と異にする。

キンドルバーガーは，Ｍ･フリードマンとＰ.Ｍ・サミュエルソンによる２人の論

争を引き合いに出して1929年の世界不況の原因を解析している。しかし，だか

らと言って彼が両者の見解を受け入れた訳ではない。むしろいずれも否定しな

がら自らの見解を展開している'１。とりわけ，大不況が長引き深刻化した原因

を国際通貨機柵に見出し，当時その役割を担うべき英国と米国の対応のまずさ

を指摘している点が興味深い21。すなわち，英国が第一次大戦前の1913年まで

演じてきた国際経済通貨システムの保証人としての役割を続行する能力を喪失

したこと，さらにその役割を第二次大戦後から1963年頃まで減じた米佃が少な

くとも1936年までは引き受けようとしなかったことに戦間期の世界的不況の原

因を求め，ノン・ゼロサム・ゲームに着眼した国際経済通貨システムにおける

運営上の非対称性を強調している”。

さて，話を戻そう。本稿のねらいは，こうした両大戦間期における大不況の

原因を追究することにないことは繰り返すまでもない。しかし本稿で賠悩問題

を取り上げている理由は，当時欧州諸国にとって戦後処理の亜要かつ喫緊な課

題であるばかりでなく，キンドルバーガーが指摘しているように，「賠仙の歴

史は世界不況の起源と間接的に多くの点で密接な関係にある_|:'からにほかな

らない。すでに述べたように，本稿の分析手法は，世界的大不況のもとで欧米

列強の通商政策を国際比較の視点から分析し，一見対称性をなすグローバルか

つリージョナルな近年の世界的動向をクロスさせながらその源流にアプローチ

するものである。その意味において一方でアーント氏の分析手法を用い，他方

でキンドルバーガー氏の歴史観に刺激を受けたと言える。

振り返れば，多角・自由そして無差別を標傍する自由貿易体制（未だ見ぬＧ

ＡＴＴ体制）づくりが戦間期から第二次大戦時に着々と進められていく過樫で，

米国によって推進された互恵通商協定によって貿易自由化をめざすグローバル

な動きに対時するかのように貿易統制をはかっていたいくつかの経済ブロック

が列強間で形成されていた。例えば，フランスを中心とする金ブロック，ドイ
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ツとバルカン半島の東欧諸国の間でみられた為替管理と二国間ｈ‘i算協定，英連

邦経済圏がそれである。正確に言えば，第一次大戦後の不況下による輸出の低

迷と欧州での経済湖の形成（ブロック化）によって閉め出され孤立化した米国

は，国内経済繁栄の手段として互恵通商協定を結んで何とかして自国の輸出促

進をはかろうとしたのである。こうした様相は今日の動向と似通っているが，

現在の状況が戦後の自由貿易体制（GATT／ＷＴＯ体(ljll）下のグローバル化に

対立的（もしくは補完的）な二国間主義に基づかれたＦＴＡの進股とみるなら

ば，戦間期の状況は後者から前者の動きである点で今日の状況と異なる。しか

しながら，当時自ら対米通商差別と映っていた欧米諸国のなかで孤立化してい

た米国のポジションは．未だＡＰＥＣに入っておらずＮＡＦＴＡさえも創設してい

なかった当初の米国抜きの地域化の進展という今日的状況と非常に似ているの

である。戦後復興と1929年に始まった世界大恐慌による不況からの脱出という

米国のみならず欧州列強の戦間期共通の課題は，対外通商政策において自国経

済優先から文字どおり分断的統合の様相を呈していたのである。本稿は，いわ

ばその前哨戦の部分にあたる。

2．米国の資本輸出と国際的資金循環の構図

さて，第一次大戦前までは米国は偵務国で，対外仙務の棚手はもっぱら英国

であった。ところが大戦後になると状況は逆転し，戦前債椛国であった英国や

フランスなどの迎合側に対して，また敗戦国であったドイツに対する偵権国と

なり長い間債務国であった地位から脱することができた（岡ｌ）。以後．米国

は対外投資促進政策をとることになる。内訳をみると，戦間期とりわけ'929年

世界恐慌前の1920年代後半をピークに主として欧州や南北米洲瑚向けのもっぱ

ら民間投資を中心とした証券投資であった。地域別にも特徴がみられ，欧州に

対しては電気・化学・機械などの製造業分野に，中南米の途上国に対しては原

材料獲得を目的とした鉱物盗源にそれぞれ投資を行っていた３１。一般に資本投

資はその国もしくは地域の貿易を促進させると言われているが，戦間期におい
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第一次火戦後“I1IUlのいびつな欧米Ⅲ経済櫛造の形成

ても例外ではなくその役割を１，つたのが米国による欧米諸国に対する資本輸出

であった。欧州を二分した第一次人戦による涌手は敗戦国のみならず欧州各国

にまで及んだ。大戦後の混乱期においては，後述する戦後処理の問題はもとよ

り何よりも不況からの脱却をはかるため経済復興をめざす共通の目的を有した
すべ

欧州列強にとっては，その財源を米'14の外国資本に依存するしか術はなかった。

つまり，英国やフランスなどはその米Ⅲ盗木を経済復興資金と米国からの製品

附入に充てたのである。他方ドイツでは，迎合国への多額の賠償支払い（引き

渡し）に充てられていたことは疑う余地はない。一方米国の立場からみると，

資本輸出は米国の貿易黒字に大きく賞献していたと言える（図２）。換言すれ

ば，米国は欧州諸国への資本輸出による盗本収支赤字と欧州へのもっぱら製品

輸出による貿易黒字（すなわち経常胤字）によって国際収支の均衡化がはから

れたのである。当時世界最大の俄椛図であった米国は，本来ならば欧州からの

製品輸入によって貿易黒字を梱殺すべきところであるが，もともと1920年代初

頭より（1930年には「ホーレイ・スムート関税(HawlGy-SmootTariff)」の

制定）伝統的に高率関税策をとっていた米国はそうはしなかったのである。
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図２米国の資本輸出と貿易収支（1913～29年）
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こうして資本輸出を軸としたこの米国のシナリオはいびつな欧米間の国際的

経済関係を形成し，やがて国際収支の櫛造的不調整問題となったのである。と

もあれ，戦前戦後を通じて熱帯産品輸入国を除いては殆どの国に対して一貫し

て貿易黒字を示してきた米国は，Ａｕ字を堅持するためにも輸入面では高い側税

率を維持しながら資本輸出により輸出噌加をはかろうとした点に，欧州列強と

は様相を異にする当時の米国独自の貿易政策の特徴を見出すことができる。特

にドイツに対する米国の対外投費は，松村氏も指摘しているように当時の独特

な国際的資金循環（米国→ドイツ→欧州迎合国→米国）の柵図を生み出し，米

ドルに対する依存が益々高まっていったのである‘)。しかし後でみるように，

戦術的に輸出増加を基調とするこの米国の対外政策は，1929年の米国株式市場

の崩壊に端を発した世界恐慌（1931年欧州金融恐慌）による大不況と米国の高

関税政策に対抗するかのどとく施行した欧州諸国による高関税率の賦課，さら

には対米通商差別と映った欧州の排他的経済圏形成（ブロック化）によって阻

まれることになる。こうして1930年代に入ると，当時国際的にも揺るぎない地
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位にあった米国は次第に孤立化してゆき，個際的競争優位の立場にあるとはい

え．貿易蝋字国であり続けるが故に諸外国が採用した直接的貿易統制政策の道

を選択せず．伝統的な関税主義を貫き通しながら孤な我義からの脱却をはかる

ための新たな打開策を模索することになる。

3．戦侭とドイツの賠償問題一「ドーズ§圏成立をめぐって一

(1)賠傭要求と連合国の思惑

第一次大戦後の戦後処理の一つであるドイツ賠傭（引渡し）問題は，緒川jの

ところ米刷による援助に頼らざるを得なかったが，結論を先取りするならば．

賠仙lHl題は欧州全体の問題であってドイツだけの問題ではなかった。例えば，

米lIilにとって欧州は輸出市場として重要な存在であるだけに，戦後のいち早い

縄済復興が待たれたのである。その意味で賠償問題解決の一つの指針を示した

ここで取り上げるドーズ案の成立は，戦後の歩みのある稚の転換期とみなすこ

とができる『)。そこで賠償問題は，次のような２つの視点から捉えることがで

きよう。

一つは，すでにみてきたように米国資本（米ドル）による国際的盗金柵環の

Ｉ'１にドイツ賠倣問題を位置づける見方である。つまり賠償問題には，その背蛾

として戦後復興に伴う戦憤問題すなわち連合国間における価椛-俄務lHl題があっ

た点である。雌大の偵権脚は言うまでもなく米国で，英国とフランスが主要な

価椛lRlであった（図３）。問題は，連合諸国が米同に対して偵務を負っている

ことで，なかでも英国とフランスの両国がいずれも最大の仙務国となっている

点である（岡４）。つまり，第一次大戦後の欧米間にみられた悩務関係は，欧

州猫岡の対米俄務と欧州連合国間の債務という二亜構造を形成し，ドイツ賠愉

間迦は迎合114間の戦偵問題のはざまにあった。それゆえドイツのみのlNl題とし

て処即される顛いのものではなくて，むしろドイツに対する賠愉婆求は対米偵

勝迎合郷Klにとっては「切り札」として欠かせない存在であった。
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いま一つは，先ほどの話と関わってくるが，英国とフランスの対'１fと和解の

''１でドイツ賠悩問題を捉える見方である。ドイツに関するIlIilKlの対立と荷えば，

すでに歴史上の出来1j:となった「ベルリンの壁」崩壊（1989年）の翌年にドイ

ツllj統一が実現し，大ＩＫｌとなったドイツの影稗力をいかに|肌止し対じ込めてゆ

くか，いわゆる「ドイツ問題」をめぐる英低|とフランスの対立を思い出すが，

これは欧州統合の立場からみようとするものである8)。もちろん第二次大戦後

欧州が歩んできた統合過程と歴史的背景は明らかに異なっているが，今に始まっ

たことではない両側の対立を単なる見解の相違として片づけるものではなく，

本稲の１２題でもある欧州の分裂と統合の歴史の中で，賠償問題を通じて1.1111の

立場を優先するのかそれとも欧州全体のことを考えるか，といった脅え方を戦

間期にすでに見出そうとするものであり，木稿でドイツ賠償問題を取り上げた

理由もここにある９。

さらに，敗戦国ドイツを例外として英国やフランスなど戦勝側といえども戦

争によって被った被害は大きかったし，どの国も財政的に余裕などはなく相当

迩迫していたのは１f実である。戦争とはそういうものなのかも知れないが，元々

第一次大戦は欧州諸国の経済的能力を遥かに超えたものであったし．｜‘lli1の戦

後櫨肌と安定を何よりも優先する連合諸国の利害対虻は，今度は雛台を変えて

(1M所)柵井緬〔13〕IO21Fi･諭１．３】淡よりｈ:腿 (班所〕間３にI‘,1じ『
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賠償問題をめぐって展開されたのであるｌ０ｉｏそれゆえ，後述するように各国の

損害額の違いは賠償問題を論じるうえで立場を異にし，自凹への利審（賂価額

の取り分）を大きく左右する切実な問題であることも確かであった。なかでも

フランスは英国に比べると打撃はかなり大きかったため，それだけにドイツか

らの賠償支払いをほかのどの国よりもあてにしていたことからもうかがわれる。

このように損害額の違いから，実際に総じて英国が一巡の賠悩要求に対して隠

健な姿勢であったのに対してフランスは終始強硬な姿騨であった。

次に，以下ではいわゆるドーズ案､'(岐終的には→ヤング案）に落ち符くに

至るまでの経緯を振り返ってみたい。結論から雷って，すでに述べた理111から

各国立場の思惑が入ってくるため賠償問題の解決策への道は決して単調なもの

ではなかった。つまり，今日で商うところの国益（nat,ionalinterests）に深く

関わってくるため，米国と迎合諸凶間ないしは迎合各岡lHlの非常にナイーブな

問題を竿んでいた。1919年１月，戦後処理について話し合われたヴェルサイユ

講和会議が開かれたが，それに先立ち休戦交渉の妓巾にウィルソン米図大統傾

の提唱した「ウィルソン原則」（1918年１月）がある121．この原MIIは無賠依主

義に基づかれた米国の基本的指針をホすもので，ドイツにとってはこの上もな

いありがたいものであったが，当初迎合国側には受入れの姿勢はまったくみら

れず，同原Hllは迎合諸国によって賠償義務を探す内容に大柵な原案修正が加え

られた'』I。そして上述のヴェルサイユ調和会談において，賠愉問題の争点となっ

た「戦費賠償論」と「賠償総額決定論」をめぐって米国と迎合図のⅢlに岨裂が

生じ．やがて米国は賠償問題から手を引くことになった。雌本的にウィルソン

原則に基づく米国が賠償は損害の補倣に限られるべきであるという立甥から戦

費を賠償に含まないことを主張するのに対して，英図とフランスを中心とする

連合国側は当初比較的穏健な立場にあった英国さえも戦闘を賠仙に含めること

を頑なに主張する立場をとった。戦笹賠価論をめぐっては，戦闘を含む場合と

戦費を除外する場合とでは各国の取り分に大きく影僻してくる問題があった。

いわゆる「パーセント遊戯」論に蕪づいた算出によると，例えば戦甜を含めた

場合では英国や米国の取り分が多くなり，戦避を除外した場合はフランスやべ
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ルギーの取り分が多くなるということになる脚》。

しかしここで重要で見逃せない点は，英国とフランスの賠悩政雛にみられる

根本的な違いが復興条件の述いに依拠していることである。撒和会議の前後に

おける戦蛮賠悩をめぐる両国の見解は同じ立場に立っているが，柵審の瀧度の

違い（したがって復興条件の述い）はやがて対立の激化となって表而化する'鋤。

結局のところ，ヴェルサイユ条約では戦費賠侭は要求されていないし，また

賠償総額の決定もIﾘl記されなかった。こうして賠償問題が米国抜きの新投の賠

噛委員会に委ねられることになった欧州では，数々の会議を経て股終案（賠倣

金総額1,320億金マルク）として「ロンドン支払計画｣'‘)(1921年５月）が決定さ

れた。この支払計画は，賠値額に戦費までも含まれる賠愉額の大柵な問額修正

の要求内容となっており，そして何よりも考慮が必要で雌In要であると思われ

るドイツの支払い能力や経済の復興条件がいずれも無視されていたのである

(さきのウィルソン原lIIlの修正案もそうであった)。そのため同支払洲･画に韮づ

く賠償支払いは，当初から資金繰りがうまく行かず，やがて為緋相場の蝿落を

引き起こした。そしてついに賠倣額は財政支出総額の約７割を占めるまでにな

り（1921年)，ドイツの財政赤字は拡大し財政草ＩＦ１ｉｌＩは悪化の途をたどるいつぽ

うであった。こうして為替相場は大暴落し，周知の悪性インフレを招くことに

なったのである'７)。

ドイツのこうした経済状況から２鹿にわたるモラトリアム（支払い猶予）の

要請に対して，上述した各国の損害額の迎いで迎合国'1Mの対応に分裂が生じた。

特に英国と比較して損害額の大きかったフランスとの間で見解は対立した。ロ

ンドン支払計画が実施されていた当初は，両国は互いに共通の認識に立ってい

た。ところがここに至って，米国と同搬に自国経済の回復には欧州大陸市場の

復興，したがってドイツ経済の復興救済が必要であることを認識した英国が寛

大にモラトリアムへの譲歩を示したのに対して，戦勝国とはいえ戦争の傷跡が

未だ癒されないまま財政負担を強いられているフランスは英国の提案（つまり

条件付きではあるが，戦悩と賠悩の取り立ての放棄）に容易には賛同しなかっ

た18》･巨額の財政赤字に悩むフランスこそ，自国のインフラ雅備及び復旧寺の
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鋪一次火戦後似肌1Ulのいびつな欧米間経済柵迩の形成

復興世や個人財産等の民間l雌lf補仙に充てるためドイツから巨額の賠償額の受

取り（＝「回収可能予算」として洲･上）に対する期待は大きかったし，賠償請

求を放棄することなど念頭になかったフランスとしては英国の鋭得にまったく

動じなかったのである。なぜなら，英国の賠仙政策が賠倣と戦悩を総びつけて

解決しようとするものに対して，フランスの賠償政策を規定したものは，むし

ろ戦賀調達によって生じた累柚仙務（公仙）と復興賀を捻出することにあった

からにほかならない。いずれにしても，おしなべて英国．フランス、イタリア

及びベルギーなどの迎合諸国が賠倣と戦仙を結びつけた考えに立脚していたか

らこそ英国の「戦悩帳消し論」の考え方が生まれてきたのであるが．これに対

して世界雌大の価椛悩である米国は，両者はまったく関係なしとし帳消し論を

拒否した見解をⅡいた。つまり米国はドイツからの賠仙金の受取りを拒否し，

連合諸国からは戦時援助として供与した附款や戦後供与した穀物や綿花などの

諸物資に関する返済を要求したことは雷うまでもない'，)。さらにフランスの抵

抗は，外国為替による賠倣支払い額と現物による賠値引波しの激減もあって，

ベルギーとともにルール地方の瓶ﾘＩ占航に走った。その結果，軍事支出の瑚大

に伴いフランスの財政は確々辿辿するはめになった。他方，こうしたフランス

によるルール占餓はドイツの生命線とも蒲える生産部門の完全遮断を意味し，

ドイツ経済は大打撃を被り崩域寸前までになった"'。戦後ドイツ肢大の危機を

眼のあたりにみた巡合摘図は，ここに来てようやく賠悩支払計画の見直しの必

要性を認識し始めた。こうして英国とフランス両国の対立する賠償問題をめぐ

る論争はフランスの妥協という形で落ち将いた。そして'923年末にドーズ委員

会の投概により賠倣問題の再検討に入ったのである創'。この段階で解決策が再

び米国の手に渡ったことになり，翌年４ﾉﾐ１，当初ウィルソン腺則でみてきたよ

うに米国の思い入れが込められたいわゆるドーズ案が礎生した（同年９月１日

より実施)。ドーズ案は，いわば迎合論側間の妥協の産物であり，あくまで各

国の衝突する利害|則係を洲雛したWi定的な解決案であった漣'。
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卜うンスフ？一

(2)ドーズ公価と引渡'31題

さてドーズ案では，これまでドイツの支払い能力や復興条件が無視されて遂

行されてきた賠悩計画が見直され，ドイツ国内（ドイツ通貨の金マルク）で調

連されるべき相当額の財源（鉄道債券，工業債券など）を指定し，鉄道及び産

業収益からの貢納の実施と，そのための改組や財政管理を規定している。また，

第一年度の１０億金マルクから出発して第5年度には25億金マルクへと漸増した

年次支払計画であるが，それでも当初のロンドン支払計画に比べると年次金は

大幅に引下げられており，かなり負担が軽減されたものとなっている。さらに，

モラトリアム条項の投世によりドイツの財政の健全化及び経済の安定化をはか

ることや支払計画期間を1929年８月末日までとすること（以降はヤング案に引

き継がれる)，などが織り込まれている。だがドーズ案では，年次金の支払期

限は規定されておらず，1936年以降の鉄道債券及び工業債券の償却完了後の年

次金額も未定のままとなっており，暫定的措置の一面をのぞかせている輿)。

次に問題となるのが外国為替（外貨）ないしは金の調達，いわゆる引渡(ト

ランスファー)問題であったが，ドイツ通貨（金マルク）で支払われた賠償金

は，一切を迎合国の引波委貝会が管理することでドイツは外貨調達から解放さ

れた。つまり引渡委貝会は，実物賠償の実施と賠償回収法による支払いを調節

し，マルク相場を下落させることなく多額のマルクを外貨に転換し債権国に引

き渡すことを業務とした。したがって，ドイツはドイツ通貨でライヒスバンク

に払い込むだけで，これまでのように金マルクを売却し外貨を調達する必要は

なくなったのである。ただ，輸入超過の状況が続く中で引渡委員会がマルク相

場の変動に支隙をきたさないで業務を遂行できるかどうかが問題となる。しか

しこうした懸念は，引渡額のうちライヒスマルク払い（主に占領軍費と実物給

付）が半分以上を占めていること，なかでも実物給付の圧倒的シェアによって

払拭された（表ｌ）。実物給付とは，フランスの要求が反映された「輸出」に

よるものであることは言うまでもない。しかし英国の産業資本家たちによる反

対から，ヤング案では原則廃止となった２１)。
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表１ドーズ案によるドイツの賠償金引越額

(『11位：100〃金マルク）

Lｒ ９６（45-89

0〔 IMj

1930年５nl7I1現在．現金残商……･………･…………………………………･…………１５

鉄道債縦及びI英偵剛ji亡ドﾘの剛１１前払いに対する割引総額………………･………･…･２９

鑓計………………………･……･…･…．.…･……･……･･……･…………………・・７，993

(出析)柵井謡〔１３:108～l側面，鋪１．羽災喰び罰１．３Ｍtより作成．

このように，確かにドーズ案によって賠償総額も年次支払い額も引下げられ

るなど賠償負担も軽減し，また引渡問題も一応の解決がみられたが，巨額の仙

務返済に対してどのように宙金繰りをしていくかがドイツにとって当面の裸Mn

であった。そしてドイツには輸出（出超）か外国からの借入れかのどちらかの

選択肢しかなかったが，当時の状況からすると外国からの借入れが資金洲述の

岐善の方法であった鰯1.1924～30年（艮期資本は31年７月現在）における俗人

縦は長期・短期資本を合わせると約215億マルクで，うち半分以上が短期僻入

れで占められており，米国を飛頭にオランダと英国が主要な借入先となってい

る（図５，図６，図７）。実際，宙金不足の渦中にあるドイツ経済はこれら外

国資本によって支えられていたし，今後のドイツ経済の推進ないしは巌業の合

理化のために必要不可欠な存在であったと商える。実際，外側借入期間におい

ては，戦前期の水準には満たないものの貿易を含めて国内の経済指標がすべて

上昇している蕊'。したがって，アーントが指摘しているように，「外国俗入れ

は，賠償問題を一時的に解決したというよりも，むしろ解決を後に引き延ばす

ことになった。実際には，外側ｲﾙ入盗金のうちドイツの外国債務支払いに血接

充てられたのはほんのわずかな部分にすぎず｣鎌'，外国借入金は賠償支払いの
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ために使川されたのではなく，賠俄問題の解決には至らなかったようである。

ただし，少なくともドーズ案の第１年度は１０億金マルクのうち８値金マルクは

外悩によって支払われた。この「ドーズ公債」をめぐっては，確かに決定的な

役割を油じたとは言え，果たしてドーズ案にとって本質的に不可欠であったど

うか疑問の余地が残されていたようであるが，少なからずフランスとの妥協を

はかるための手段であったと言われている垂)。いずれにしても外偵（利払いを

含む）の架俄は，匝接的にせよ間接的にせよ，賠償支払いを逆に不可能な局面

に陥らせてしまう可能性も十分考えられることであった。また，外俄（長期俄）

のうち約7刈（約50億マルクに相当）が米国資本で占められていたが，すでに

酎及したように，「ドイツは米国から資金を借りて連合諸国へ賠悩を支払い，

迎合‘制叫はこれを以て米国に対する戦横の一部を返済する」といった国際的資

金術環が形成されていた。つまりこのことは，上述したように，「ドイツにとっ

ては賠悩ILIi勝が商業Ａｌ(勝に変っただけであって，賠償問題のガンであった引渡

問題は（ドーズ案ではやはり）木賀的にはなんら解決されていなかった（｢見

せかけ」の解決であった)｣2,'(播弧内は兼者）とみることができよう。加藤氏

も，ヤング案はドーズ案の矛府を止揚したのではなく確認しただけであり，外

{,!iによる「見せかけｌのり|渡しを公にしたものであると評している剛。

図５ドイツにおける外国投資残高（年度末：1924～31年〕

(IML：１０低ライヒスマルク）

口雌期投置
園短期投宙
「1その他投宙

|【、

剛１
｡

松 ノド畦宰

寵その他投壷とは．

株式保有や不動寵

の買入れをさす。

ｒ
餌

０

１９２４２５２６２７２８２９３０３１（年）

〔111所〕Ｃ亜SGI1midI.α""““『"“ＣＷ“ﾉ92“J‘１９群.n.鰯ただし.鴨#鶴〔13〕110頁．鋪1.35変より作堰

－１０６－



第・次ﾉ<戦後“11川のいびつなKX米''11縄済ｲiW造の形成

図６ドイツにおける新規証券発行の主要国別内訳（192‘1～29年）
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図フドイツの国別資本借入額の術成
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国英川
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回スイス
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弓その他
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5-.1％

(1画及期涜承は1924～1錦0年６月3OIIまで短期資‘Ｉ率19311両；Iｲﾐ現（ｆ
(ＩＭＩ知大島鯛.３〕槻頁．１－．34表より作嘘、

こうして1920年代は，経済の血てI【‘〔しをはかるための復興盗金から英111やフ

ランスなど連合国への賠償支払いまで，米lRlを中心とした外'１４盗水に依仔して

いたドイツは戦後雄大の盗本輸入''１と化したのである。Ｉ[il時に，米ＩＲＩの溢水輸

出に始まる国際的資金循環の椛岡と米111のＩＲＩ際収支の柵造的不淵維は非常に不

安定な均衡状態を削り出し．米ドル依存の尚まりはやがて対米通IIw溌別とも受

け止められる新たな地域維済間の形成要因となった。ともあれ，２０年代を通じ
●●●

て金融的手段のみの結びつきといった戦後復興ｊｗのいびつな欧米継済関係とい

う印象はどうしても払拭できない。
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4．排他的地域経済圏形成の前兆

第一次大戦後の世界貿易を烏雌すると，相対的安定期といわれた1920年代を

通じて米国，英国そしてドイツの３ヵ国を中心に世界貿易は展開していた。特

に注目すべき動向としては，米国と英国の世界貿易に占めるシェアの逆転であ

ろう。いずれも１４～15％のシェアを占めていた両国であったが，米国のすさま

じい追い上げにより20年代末にはついに英国を凌ぐまでになった。前節でも言

及したが，英国における不況の肢たる原因は輸出の低迷にあった。特に石炭・

綿・毛織物・鉄鋼そして造船業といった主要輸出産業の不振は大敵の失業を生

んだ。かつて19世紀を通じて英国は競争上の優位性を有していたが，２０世紀初

頭からみられた技術進歩によって主要なエネルギー源であった石炭と鉄鉱石は

石油と水力発電と競合するようになり，また熟練労働力は安価な不熟練・半熟

練労働力に次第に代替され始め，２０年代はこれまで英国が有していた有利さが

ことごとく失われていく時期であったと言ってよい３１'。以降，英国に代って今

日に至るまで米国の世界貿易の中心的地位は揺るぎないものとなってきた。

しかし前節でみてきたように．２０年代を通じて資本輸出によって輸出地大を

はかってきた米国であるが，２９年恐慌による反引く世界的不況は対米偵務諸国

をして債務不屈行問題を深刻化させ，米国はついに対外投涜を規制する「ジョ

ンソン中立法」の制定（1934年４月）に踏み切った。こうした内外の猪耶怖に

より，３０年代に入ると対外直接投資は激減し米国の長期資本勘定はこれまでの

出超（流出）から入超（流人）に転じた（図８）。このことは，もっぱら米国

資本に依存していた新興農業諸国などの対米偵務国はさらなる資金不足（ドル

の世界的供給不足）のあおりを受け，米国への俄務支払い（民間投資の利子・

配当を含む）に支障をきたす結果ともなり，当時これら諸国が例えば金支払い

を余儀なく強いられることになった理由もここにあった。こうして1930年代初

めに米国の資本輸出は実質的に崩壊し，一方で「ホーレイ・スムート関税」（’

930年)の制定による保護貿易政策の強化は，慢性的不況と鯉業恐慌により輸出

不振にあえぐ新興農業諸国に決定的なダメージを与えることとなり，やがてこ
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のことはこれら諸国を排他的地域経済圏（ブロック）の形成へ導くことになっ

たのである。

他方，戦前には世界貿易のシェアで米国と英国に比肩していたドイツは，す

でにみてきたようにドーズ案（1924年４月）に基づかれた支払い計画を実行す

べく産業の合理化をはかるなどして経済の再建に着手した。しかし反面，産業

の合理化は大量の失業者を生み出し巨額の債務を背負うことになった。生産力

水準の向上に努めたにも関わらず，競争関係にある米国の広大な市場を擁する

国際的競争優位に対してドイツ市場の狭陰さから，輸出は戦前の水準に達する

ことができず世界貿易に占めるシェアも８～９％に甘んじることになった32'。

さらに20年代に入ってから，米国を筆頭に資本主義諸国における重化学工業の

発展は国際競争を激化し，米国及び英国などの高率関税の設定（図９）でみら

れるように関税競争による保護主義化の強化は，第一次大戦前からの経常的な

入超基調にあった貿易赤字をいっそう増大させ恒常化した。さらに20年代中葉

からの本格的な賠償金の支払いとともに長期的民間投資に対する年々の利子・

配当支払いなどのかさむ返済とあいまってドイツの国際収支の悪化（不均衡）

は世界恐慌後まで続いた（表２）。このような20年代を通じて外国資本に依存

せざるを得なかったドイツ経済は，上述したように世界恐慌を端緒とした米国

の資本輸出を基調とした国際的資金循環榊造の実質的崩壊によって外国資本の

流人は完全停止した。こうして外国資本（うち半分以上は短期資金から成る）

とりわけ米国からの資本流人によって左右されてきたドイツ経済は変容し，３０

年代に入ってやがて経済のブロック化へ向かわしめることになる。

また，ドイツからの賠償支払いへの期待が大きかったフランスは．すでにみ

てきたように戦争による大被害とルール侵攻による軍事費負担などで，巨額の

財政赤字を生んだ戦後のインフレと慢性的財政危機（1924～26年）に見舞われ

たが，それでも20年代前半のフランスは他の諸国に比べると経済復興が比較的

順調に進み，後半ではかなりの好況を呈するまでになった。近代的な工場設備

は拡充され，戦争による人的損失は外国人労働者の流入によってうまく補填す

ることができたのである。こうして20年代後半の好景気は世界大不況に入る初
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表２ドイツの国際収支（192‘1～1932年）
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振り返ってみると，第一次大戦後の経済似興と戦後処理に充てられた1920年

代はまさに動儒と不安定性要因に満ちた時期であった。本稿では，1919年のヴェ
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商
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年度まで続いた。特にフランの過小評価とそれに伴うフランの減佃iはフランス

の輸出拡大要因として働き，なかでも観光産業などのサービス産業の発展が薪

しく好策気に拍車をかけた。このようなフランスの好況の特徴の一つは，上述

した米国やドイツの状況とはまったくかけ離れたところで展冊された点にある。

そして大不況下，やがて景気後退を迎えることになるものの外国人労働者の自

発的な海外流出により他の諸国とは異なって不況は失業の琳加に結びつかなかっ

た。しかし30年代に入ってからも続けた金本位制の堅持と硬if〔的な田内デフレ

政策は，英国及びスターリング間諸国の金本位制からの離脱，さらにはドルの

切り下げなどが手伝って輸出の大幅な減少と国内産業の収硫性の悪化による相

次ぐ破産のため大斌の失業者を生むことになり，３０年代中葉になっても紫父(回

復は遅々とした状況にあった。ここに来て，フランスでは不況と失業は緋びつ

かないという神話（？）は崩れた釦'。
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松井降紫

ルサイユ条約締結から1929年に起った世界恐慌までの戦間期をドーズ案の成立

(1924年）を境に分析対象を前半部分と後半部分に分けて考察してきた。ここ

では本稿の分析を通して1920年代を通じてみられる特徴的な点として，以下の

３つを指摘することでまとめとしたい。

まず第一に，戦後復興に伴う米国資本の国際的な役割である。つまり，欧州

列強の経済復興のアクターとして展開した米国の資本輸出が連合国間の戦債

(偵権-債務）を通じて最終的に米国に通流されるという，いわゆる国際的資金

循環の構図である。本稿では，これを本来あるべき姿からは掛け離れた米国の

国際収支不調整問題に伴う欧米間のいびつな経済柵造の形成として捉えた。

第二に，戦後処理の中核を成すドイツ賠仙間迦をめぐる欧州列強の対応と解

決策である。ここでは賠償問題が単にドイツだけの問題ではなく，上述の連合

国間の戦債問題と大きく関わっているため欧州列強の思惑もさまざまであった。

特に戦争被害の程度が異なる英国とフランスの賠価諦求の対応は対照的であっ

た。ドイツ問題をめぐる両国の対立と和解の歴史は第二次大戦後のＥＵ統合過

程の歩みを象徴するものであり，本稿では両国の因縁の歴史をドイツ賠償問題

にみることができたと言える。

そして第三に，戦後復興期にみられる特徴の一つに英国に代る米国の国際的

地位の向上を挙げることができる。かって偵椛大国であった英国は米国に取っ

て代わられ，また日本や新興諸国の台頭により国際競争上の優位性は次第に失

われて世界貿易に占めるシェアも米国に逆抵された。上述のように連合国間の

戦偵問題に絡む米国資本にのみ依存した不安定性要因から成る欧米間経済椛造

は，やがてやって来る世界大不況による米図の国際的地位の後退と欧州列強の

排他的な地域経済圏形成により崩域する。こうして熱帯産品輸入国を除く殆ど

の国に対して貿易収支の出超を示す世界貿易の主導的な地位にあった米国はや

がて孤立化してゆくことになる。そして対米通商差別と映った米国は，その対

抗手段として欧州列強がとった直接的な貿易統制政策でなく，いわば孤立主義

からの脱却をはかるために独自の通商政莱いわゆる互恵通商協定政策を展開す

ることになるのである。以下の分析は次号にゆずることにしたい。
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注

１）フリードマンは，世界不況は米ＩＨＩによる金隙政索爽施の際の誤りが唯一の原因であると

主根し，他方サミニエルソンは一辿の鵬史的偶発耶件が世界不況を引き起こしたと言明し

ている。しかしキンドルバーガーは，フリードマンの晩明は一例的かつ貨幣的で政莱決定

に関わるもので皿一原因説にすぎないということから誤りであるとし，一方サミュエルソ

ンの説明はそれ以上に鋭押的でないとして，世界的大不況の原因に関する両者の見解をい

ずれも退けている。キンドルバーガー〔5〕郎択，１～2頁(肪職,”､19.21)。

２）丹下氏は，２９年恐慌が及川化かつ深刻化した主要な原因となる行最として，米国国内に

おいて20年代に形成された自動巾及び辿築側辿龍業という祷撒雅柚，熱狂的ブームをもた

らした資本の過剰化．艇業の慢性的な生巌過剰化などは大戦による世界経済の柵造変化を

媒介にするものであったことにほかならないため，３０年代の不況の慢性化あるいは自動回

復力の喪失は．叩に金融簡本段賠での一般的な恐慌の形態変化婆因から耐らに税Iﾘ'され得

るものではないとしている。大脇綱〔3〕122～123頁。

３）キンドルパーガー，前拠;1F．州択．７～９頁(脈諜.”､25-28)。またキンドルパーガーは．

これまでの英国に代位する米岡の側際的貨付のへの参入について，米国の熱意は評価して

いるものの，経験の浅さと術導lMi恥の欠如を桁捕している。同上，ｌ‘1頁(原耕,ｐ､32)。非対

称性については．同上，州訳，265～267頁(原識”､292.294）を参照されたい。

４）キンドルパーガー，前掲謙郎帆，１６頁(原弥ｐ､35)。また後でみるように．ヴェルサイ

ユ条約は確かにドイツに対する賠侭金額を決定することはできなかったしその決定は賠償

委側会に委ねられることにばつたが，Ｅ・マントウーは，ヴェルサイユ条約の賠償規定につ

いて世界不況に何らif[接的聞任はないと:I雛している。同上．邦訳．１６頁(原沓,ｐ､35)。

５）大脇綱，前掲禰，２５～3砿参照。符に工業剛陳材料や熱淵産品の輸入国に対しては．の

ちに主要供給図方式によって米佃の伽案した互忠通商協定政砿に鵬づく新たな貿易政策に

包摂されることになるのである。

６）大局編，前掲識３１頁。

７）キンドルパーガーは．戦後世肌から世界的大不況に至るまでの短期的ブームに移行する

握換期として．ポンドが安定し他の鯖111迦旋が金本位に復州した年である1925年．マルク

が安定しドーズ案が採仰lされた1924年，さらに米例川で股終の戦俄協定が締結され，フラ

ンス・フランが耶爽上安定した1926年をそれぞれ拠示している。キンドルパーガー，前掲

線邦訳，１３頁(M〔淵,ｐ､31)。

８）当時「ドイツIMl皿」をぬぐって．英刷は「バランス・オブ・パワー」のfM点から，加盟

岡の拡大によりＥＣ域内におけるドイツの発簡力をＮｉ対的に小さくするという考え方を示
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し，他方フランスは「深化」の観点からドイツの意蝋決定自体をＥＣの'１１にMMり込んでい

こうとする考え方をとった。

９）今日のＥＵ誕生までの過程を和解と対立を交えながら論じたものとして，拙側「欧州統

合の軌跡とＥＵの欧州化一多元的空間における「結束｣．「床擦」そして「和解」一」間鴨

基泰・松井隆幸・山口曲報細蕃『グローバル社会における傭川と侭緬のネットワークー細

織と地域一」明石瀞店．2008年を参照されたい。

10）加藤梨一氏は，第一次大戦を「(欧州）各岡がその岡内的矛Imiを対外的矛府に極化して解

決しようとしたことの州結であるとし，さらに抗争的114際関係の諏現でありその典中的淡

現が賠償問題であるとしている。暢井綱〔１３〕７８頁。

１１）ドーズ案とは，1923年12月27ｍ，賠侭委、会によって僻命された２つの1M|Ⅱ1委皿会のう

ち，モルガン系のＣ､C・ドーズ氏を委止l災とする第一委tl会の報借杏を指す。同ＷＩｌ委１１会

は，元々は欧州復肌とドイツ賠償支払いを確保するための前提として．ドイツ通街（金マ

ルク）の安定と予算の均衡を述成するためのプログラムを作成することを柾獅としていた。

したがって‘蝋にドイツの賠価支払い計画だけでなく，ドイツの新発券銀行の投血にIMIす

る規定及び財政行理の規定が織り込まれていた。棚井綱,前掲識101頁参照。

12）ウィルソン大続頒は，1918年】月８日の競会で14か条にわたる鋼¥Ⅱ締結の雅本条件を提

示したが，そこには賠償金取り立てに関する規定はみられなかった。同年２月２１脚の雛金

波説において．明白に「無併合、無賠価」の原IIllを童謝している。１脚井鵬，前拠瀞，７９口

参照。

13）詳しい縄韓をたどるならば，ウィルソン原1111の修正は，ランシング米岡伺務腿憶による

「ランシング覚替」（1918年11月５日）及びヴェルサイユ休戦条約（1918年11m１１日）にそれ

ぞれ反映されている。ただしこの段階では，ドイツの支払い能力は完全に無視された迎合

国に有利な一方的な内容であったが，それでもまだ賠価範囲が迎合例の市民に対する柵;Ｗ

補侭に限定されていた。概井繕，前掲香．７８～79頁参照。

１４）バルークの計算によると．職費を含めた場合の各刷の取り分は，フランス2‘1％･英I恥０

％，ベルギー1.7％，イタリア6％で．戦闘を除外した甥合は．フランス‘13％，英脚19％．

ベルギー24％，イタリア6％，以上。こうしてみると，英悩の戦賀を含める方向への立甥の

移行も領けるし，逆にフランスの微妙な動揺も砥せないことが分かる。偶井縄，前掲評．

８２頁。

１５）英国の見解を代淡するロイド・ジョージ氏の主弧には２つの研保条件を付けている。一

つに賠値支払いはドイツの支払い能力以内に限定されるべきであること．いま一つにドイ

ツは英国との貿易及び産業に悪影響を及ぼすような支払いは許されないこと。このように

孤苫の比較的小さかった英国は．フランスとは出なって．ドイツ経済の似肌ないしは賠価
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支払い能力敵どに配噸する余補がうかがわれる。柵井綱，前掲将，８０頁。英国をはじ鞄と

する迎合猫IIiIの賠依捕求問題1こついては，ケインズ〔7〕州訳，錐５軍賠償，８９～177頁（原

諜.”71-142）を参照されたい。ちなみに，ここに掲げたｒ平和の経済的刑結』は，既出の

フランス縄済学荷Ｅ､マントウーとのlHlで給執を引き起こした蕃諜で有名である。ケインズ

は，本蒋の中で巧みな飛致で戦争iAi柾及び賠佃条頂を織り込んだヴェルサイユ条約を痴烈

に批判している。

１６）1920年２jl20mに新設された賠価姿1.1会は，ドーズ案に至るまで400回以上にのぼる会議

が開かれたと古われている。ちなみに，「パリ決蟻」（1921年１月）をはじめとするロンド

ン支払i１１．画が成立されるまでの蛎々の金蝿については．間井編．前掲謀８７～88頁に詳し

い。またロンドン支鵬i11.画の什子は．次の３つから成っている。（１）債券の交付について．

(2)仙券の利子と侭適のために，ドイツは師年20位金マルクの年次金と輸出の26％に相当す

る金訓を支払うこと．１３１支払金の担保と保証委側会投紐に関する規定について．以上。詳

細については，同，８８～89頁を参照されたい。

17）1921年の同支払81.画によって定められた賠、支払い総額1.320値金マルク（実際には，迎

合脚に対するベルギーの戦仙60億金マルクが加算されるため．ドイツの傭務総額は1.380瞳

金マルク）という．この災大な額にのぼる「賠佃曲担は1920年代を通してドイツ経済の発

展をr〔接にもiHl接にも岨定することになった」〔アーント〔l〕邦択。２２～23頁(原諜pp､25-26)〕

とｉｆわれるほどで，ドイツの支払い能力などがまったく考瞳されていぱいことがうかがえ

る。本文で古及しているように，この賠愉負胆は破滅的な悪性インフレの主たる要因となっ

たばかりか，翌年にはマルクの価航は急濡し戦前価値の一兆分の一にまで肋落したと言わ

れている。同上．２３Ⅲ（鵬！$.】〕､26)。ちなみに．ドイツの卸光物価術数（各年腫12月末現在．

1913年=100）は，以~ドのとおりである。２‘15(1918年)，800(1919年)，1.400(1920年)，3.500(1921

年)，147.500(1922年)，126,000.000.000.000(l923f脚，以上。Ａ､ルイス〔15〕邦択，２８頁。注20）

も参照されたい。

18）英国が迎合II4IIIlの俄柵仙勝を帆iI1しすることによって賠伽問題の解決をはかろうとした

根拠は，米例に次ぐ仙椛lfilの地仙にあった英国の雌大の貸付国がロシアや小国であったた

め．回収の兇込みのない帳姉上の受収超過額であったからにほかならない。暢井編，前掲

識102瓦参照。英例の戦凹についてはil《硫な数字は明らかiこされていないが，米国が参戦

するまではもっぱら迎合111の戦YHの街し二Iiであった英凹は，米凶の政府及び民間から備り

入れて闇IRI及びほかの迎合洲１４の戦世柵述に充てていた。同，100～101頁参照。もっとも

英側の戦仙帆消し案は，元々ケインズが彼の粁排『平和の織済的帰結」の中で提案された

ものである。群柵については，ケインズ．前掲誹，邦択，節7牽「救済策，Ⅲ迎合国相互IMI

の仙務の柵算｣，211～221頁（hIii1F.”170.179）を参照されたい。程度の差こそあれ戦後不
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況下にあった英国は，目標が金本位制への復帰と戦前水単への経済の回裡にあり，財政の

均衡化と物価の引き下げのために金融引締めを行った。しかし結果的には，100万人を超え

る大伍の失業者を生み労働争議が頻発し，1924年には失業者数は120万人（被保険者全体の

１０％に相当）に連している。アーント．前掲書，邦訳，１６頁（原窃.p､20)。英国の亜業界の

不況は深刻化し，鉄鋼・造船・綿織物及び石炭などの主要産業の生産力の低下とそれに伴

う輸出の低迷は大不況の原因となった。こうして，英国は不況の克服を欧州大陸市埋の回

復と安定に求め，賠償問題への政策軟化に転じたのである。大島綱，前掲密，１１頁。一方

フランスでは，「製造業者．農民。労働者，中唾階級，資本家は課税に抵抗し，フランスの

再迅と職憤の返済という負担を皆で分かち合うことを否定した。狐害の代償は戦争に負け

たドイツによって支払われるであろうというほとんど空想ともいいうる考え」〔C,P,キンド

ルパーガー薪／中島健二訳「経済大国興亡史：1500.1990（上)」岩波播店，2002年(C･P･Kin

dIcbcrgcr､1殉』ｄＥｔＤｎｏｍ応Fhlma‘y””"J990PxfordUnive鱈ityPress・Inc.,1996)，２Ｍ

頁〕がフランス全土に蔓延していたようである。

19）キンドルパーガー，前掲番，邦訳，20-21頁(原耕,pp､40.41)参照。賠償IMl畑と戦偵間麺の

関係については，例えば，楊井編，前掲書，100～102頁に詳しい。1921年，フランスの財

政赤字は支出総額の約55％に相当する280臆フランにのぼっていた。大脇網，前掲11F．１０頁。

またロリッツによると，フランスの戦争によるⅢ接被密数は以下のとおりである。人口207

万人，家囲74万戸，耕地475万エーカー，工場機械22,900件，炭坑200件，通路3.647マイル，

梱及びトンネル6,125件，鉄道路線3,000マイル，鉄道用橋及びトンネル996件，以上。同上，

１１頁。フランスの個人財産及び個人財産以外の損害補償については．柵井細，前掲街．９８

～99頁，第１．２８表及び第１．２９表(Haig,R､Ｍ､.”ｅＲＪｂ恥FYil”“ｏｊ･Ｆｂｓｔ.'肋Ｉ.Ｅ加、“

1929.p､299,p､302)を参照されたい。実は，フランスは過去に２度も賠償金を支払わされた苦

い経験がある。ナポレオン戦争後（1815年以降）の約７億フランの対英賠償支払いであり，

1871年のドイツに対する約50億マルクの賠償支払いである。しかしその支払（引波し）は，

フランスに大した痛手を被らせることなくスムーズに行われたようである。フランスにし

てみれば，雷葉に語弊があるかも知れないが，おそらく今度こそは賠償金をせしめる番だ

という思いがあったにちがいない。しかしながら，どうも今回の賠侭金の引渡しは上手く

行かないことに迎合国特にフランスの苛立ちは隠せないであろう。ドイツからの賠償取り

立てが失敗に終った理由及び経緯については，キンドルバーガー，前掲密，邦択，１６頁(原

抄,pp､341.35)及びキンドルバーガー〔6〕邦訳，３Ｍ～307頁を参照されたい。

20）ヴニルサイユ条約では賠償金に関する規定だけでなく，ドイツ顕土の割鍛と実物賠償に

側する規定が盛り込まれている。ドイツ本国の領土は戦前期全土の13.05％に相当する而脳

が削減されたが，面積よりも頒土割譲による産業と資源の喪失からドイツⅢ工梨は大打撃
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を受けたことの方が問題であった。鉄分念、itが少ないミネット鉱を汀するロレーヌ地方

の映罰業は，大部分がルール地方の良簡なコークス供給に轍っていたし，またローヌ肱禰

の販光．銑鉄・祖鯛などの販錨をルールに依存していたため，ヴェルサイユ条約によるロ

レーヌのフランスへの還付はルールとの切断を息味し，ロレーヌin工業はその存立基盤を

失う邪態となったのである。他方，フランスはIgjl条約によってザール炭の向う15年Ｈの石

炭採掘権を狸得したが，ザール炭はコークス生廠に不適切であったために，同条約に実物

踏愉の要求が盛り込まれることになった。しかし，フランスにとって同条約に基づく取り

分は決して満足のいくものではなかった。こうして澗炭（コークス）問題は賠償問題と深

く絡んでおり，このことが1923年のベルギーと一緒にルール占価を行った動機にほかなら

ない。柵井編，前掲課８５～86頁参照。ちなみにドイツが賊土淵11鰻によって喪失した生離

間（トンIil位舵単指数）は，以下のとおりである。澗炭19％，辿炭7.2％，コークス製造3.4

％．鉄鉱布74.5％．熔鉱炉業26.7％，鋤鉄工甥4.6％，端映エ明192％，圧延工場15,8％，亜

鉛鉱68’5％，亜鉛梢錬所60.2％，鉛鉱26.3％，鉛製錬所22.8％･岩塩・カリ塩2.6％，製塩業

15.7％．硫茂14,3％，以上(Angel1.J.Ｗ,､7伽ノ?“o'“・ｏｆＧｃ””J＄1929.pp,363-364)。同．８５

頁。また1923年の物価指数は，1913年を１とすると，2.785(lﾉ1)→74.787(７月)→7,094.800.000

（I0jjlと法外な数値を示している。大脇綱，前掲i0}、１３～1.1頁。

21）当初は２つ委員会を設置することで合怠がみられた。一つは．本稽で取り上げたＣ､Ｇ･ドー

ズが委貝災の委員会であり．いま一つは，「ドイツ市民が迎合掴の目をかすめてどれほどの

簡本を国外に逃避させたかを決定するためのもので，フランスの自尊心を満足させるだけ

のｉｎ要性のない委員会」〔キンドルパーガー〔5〕，前掲総邦訳．１８頁(原書.ｐ､37)〕とキン

ドルバーガーが称したものである。

22）柵井編，前掲書，104頁参照。

23）柵井細，同上，106頁参照。ヤング案では．ドーズ案で未定であった年次金支払期限につ

いて1988年に支払いが終了すること，さらに賠価総額も約370侭金マルク（ロンドン支払i１１．

画1,320億金マルクの３分の１に棚当）であることが決趨された。またドーズ案では．¥l波

に関しては賠侭金の国内調達と償椛刷へのりl波しが分離され全面的に引渡委員会の手に渡っ

たが，ヤング案では引渡保謹規定が廃止されたため，引波業務の一切が秤びドイツの手に

戻った(同，112頁参照)。

24）柵井編，同上，108～109頁参照。

25）この点に１１Mして、実に厄介な問題として鮒師岡に対ずる返済方法として，債権国が実物

（商品形態）による賠償受取りを過去に一度も贈じようとしたことがなかったことである。

こうした行景には，ドイツが愉椛側つまり武本供与111と競合関係にあったため鐘争的な工

梁製品による賠償支払いに対する償椛伺側のか雌り強い反允があった点を指摘できる。ま
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してや，原材料や農産品などはむしろドイツにとっては主要な輸入品であり，農難側や途

上国のように補完的商品として支払いに充てることは突際問題として不可能であった。アー

ント．前掲杏，邦訳，２６面（原紳.p､28）参照。

26）経済指標の詳しい数価については．アーント，前掲護，邦訳，２４～25頁（原評,I〕I〕､27.28）

を参照されたい。

27）アーント．前掲機邦訳．２５Ⅲ（Ij;職,I〕､28)。アーンI､が言うには，「むしろ外I剛怖入れ

は，経済拡弧の基盤を形成することによって税収の琳加をもたらし．それによってドイツ

政府による償務支払いと．仙椛IIilへの外ｉｆ払い（外価利払いを含む）に必要な外側為件の

洲述とを可能にした」（同，州択、２５瓦，原欝,p､28）というのである。

28）楊井編，前描諜，111頁参照。なお．外仙による賠償引渡しが剛なる「見せかけ」であっ

たという見解については当時一般に望められていたが，外債が賠償支払いにとって本磁的

かつ永続的に必要不可欠であったかどうかiこついては見解が分かれていたようである。こ

の点に関しては．岡，110～111質.脚注(6)を参照されたい。

29）棚井縞，同上，111頁。

30）楊井編．同上．１１３頁。加蝋氏は．賠侭IHl題の蹄結として次のように述べている。「アメ

リカを除くすべての参戦岡は．鋪一次大戦後の後始末を自力ではつけることができなかっ

た。それぞれが他国の柵牲においてそれを成し遂げようと試みた。これが賠侭IHl皿であり．

戦偵問題であった。ドイツが外筒を導入することによって，とくにアメリカ涜本の愉人に

よって，これらの問題は般終的解決の軌遊に乗るかにみえた。しかしその支柱であった箇

本の輸入自身がドイツ資本主雅の柵造に飛大な作用を及ぼした。そのため世界恐慌はドイ

ツ経済を根底から震憾させ，解決は「見せかけ」であったことを暴露したのである｡」（同．

113頁)。こうして，「（世界恐慌の紋iUllから，通かに商度な組織性もつことが求められるド

イツ資本主義）をドイツはナチスという形で実現し，ナチスはヴェルサイユ条約を破棄し

て賠償問題は終馬した。賠愉問題解決の支えであった資本輸入自身が賠侭間皿を否池した

ことになった｡」（括弧lAlは飛行，同．116～117頁)。

31）このように機械化の進展に伴って，労働力も熟練労働から不熟練労働ないしは半熟練労

働に対する需要が高まってきた。このことは．本文でも指摘しているように，熟練労働力

を豊高に有していた英I到の術利性（強み）が滴失することを意味する。反対に，この醜か

ら安価な労働力を武器とする佃水などが徐々に競争力を強めてきたのである。これは．イ

ンドの綿工業の発腿でみられるように特に繊維詐業で．さらに代替エネルギー源の出現に

よって衰退していく石炭及び銑鯛醜業などで顕著にあらわれた。こうして，これら斬肌雛

国の商率の輸入関税による保護政蛎や輸出補助金による輸出促進政莱により，英IRIの競争

上の優位性は消滅していった。アーント，IMi掲沓，邦訳，１６～17頁（原誹.”､20.21）参照。
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Ｓ､F･コットグローブは，当時の英国の科学技術に対する関心のさなを次のように災現して

いる。「戦IHI期の脈業界の工学牧frに対する冷淡な態庇と科学戟育を受けた人+ｲに対する需

要の小ささは．このI1ilの産業界が一般的に科学の研究やその生産への応用に対して冷淡で

あったということに蝿らしてみれば，さして髄くべきことではない｡」（C・P･キンドルバー

ガ一粁／中島健二iU（『経済大114興亡史：1500-1990（下)』前側響，３８Ⅲ)。なお，戦ＩＨＩ期に

おける日本帝国主義の台頭とアジアとの関係については．小野一一郎幅『戦lHl期の旧本帝

国主雅』世界哩想社．1985年及び小野一一・郎・吉信粛細ｒ両大戦IHI川のアジアとI皇1本」大

月抑iIi、1979年を参照されたい。

32）大脇編．前掲杏，５３頁。ドイツの貿錫動向1こついては．同，６０～65頁に詳しい。また阿

内巾叫の挟陰さの鵬醐を成したのは．まさに大賦の失業にほかならなかった。本文でも述

べているように，ドイツ経済のFII処をめざしてはかられた産業の合珊化は，安定恐慌時に

生じた大倣の失業を抱えた巾で行われたため．さらなる失梁者の創出要因となった。ちな

みに．1926年末及び27年末には失業者散は200万人を超えた。ドイツ失業者数の動向につい

ては，同，135頁．1.63表を参照されたい。

33）フランスの1920年代におけるIIil内の経済状況については，アーント．前掲書．郎択，２０

～21画（原書.pp､23.2‘1）参照。1930～35年において，すべての経済術標は低下し続けたとい

う。例えば，工業生産は33％．卸売物価は46％，貿易紺は66％下落した。また失染醤数も，

1929年の928人から35年には426.336人へと急哨しており，他の諸国とは対照的な倣棚を呈し

ていることが分かる。同，２２頁（原書.p､25)。
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